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                                    加古川市条例第３１号 

 

加古川市国民保護協議会条例 

  

（趣旨） 

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律 (平成１

６年法律第１１２号)第４０条第８項の規定に基づき、加古川市国民保護協議会(以下「協議

会」という。)の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（委員及び専門委員） 

第２条 協議会の委員の定数は、３５人以内とする。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

  （会長の職務代理） 

第３条 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第４条  協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、議決をすることができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

（補則） 

第５条  この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮

って定める。 

 

附 則 

  この条例は、公布の日から施行する。 
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加古川市国民保護協議会委員名簿 

 

                  委員数：２５名 

法 機  関  名 役 職 名 氏     名 

会  長 加古川市 市長 岡 田 康 裕 

第１号 国土交通省近畿地方整備局姫路河川国道事務所 事務所長 池 田 大 介 

第１号 海上保安庁姫路海上保安部加古川海上保安署 署長 内 海 浩 一 

第２号 陸上自衛隊姫路駐屯地第３特科隊第３中隊 中隊長 明 石  猛 

第３号 兵庫県東播磨県民局 局長 野 北 浩 三 

第３号 兵庫県企業庁東播磨利水事務所 所長 長 田 二 郎 

第３号 兵庫県加古川警察署 署長 塩 井  学 

第４号 加古川市 副市長 川 西 三 良 

第４号 加古川市 副市長 中 田 直 文 

第５号 加古川市教育委員会 教育長 小 南 克 己 

第５号 加古川市消防本部 消防長 君 野 正 則 

第６号 加古川市 上下水道事業管理者 平 田 喜 昭 

第７号 西日本電信電話株式会社兵庫支店設備部災害対策室 次長 安 田  誠 

第７号 関西電力送配電株式会社兵庫本部加古川配電営業所  所長 小 山 高 弘 

第７号 大阪ガスネットワーク株式会社兵庫事業部建設チーム  マネジャー 花 井 孝 典 

第７号 日本通運株式会社神戸支店加古川事業所 事業所長 筒 井 慶 之 

第７号 西日本旅客鉄道株式会社加古川駅 駅長 大 和 幸 也 

第７号 山陽電気鉄道株式会社鉄道事業本部鉄道営業部 営業所長 加 納 伸 治 

第７号 神姫バス株式会社加古川営業所 所長 日 野 真 輔 

第７号 一般社団法人兵庫県トラック協会東播支部 支部長 笹 山 誕 一 

第８号 加古川市消防団 団長 樋 口  満 

第８号 一般社団法人加古川医師会 理事 北 浦 圭 介 

第８号 加古川商工会議所 女性会 吉 野 三 枝 

第８号 加古川市町内会連合会 会長 岡 本 立 身 

第８号 ＢＡＮ-ＢＡＮネットワークス株式会社 代表取締役社長 古 庄 惠 浩 

令和５年８月１日現在
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                                      加古川市条例第３０号 

 

加古川市国民保護対策本部及び加古川市緊急対処事態対策本部条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平

成１６年法律第１１２号。以下「法」という。）第３１条及び法第１８３条において準

用する法第３１条の規定に基づき、加古川市国民保護対策本部（以下「対策本部」とい

う。）及び加古川市緊急対処事態対策本部に関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 加古川市国民保護対策本部長（以下「本部長」という。）は、対策本部の事務を

総括する。 

２ 加古川市国民保護対策副本部長（以下「副本部長」という。）は、本部長を助け、対

策本部の事務を整理する。 

３ 加古川市国民保護対策本部員（以下「本部員」という。）は、本部長の命を受け、対

策本部の事務に従事する。 

４ 対策本部に本部長、副本部長及び本部員のほか、必要な職員を置くことができる。 

５ 前項の職員は、市の職員のうちから、市長が任命する。 

（会議） 

第３条 本部長は、対策本部における情報交換及び連絡調整を円滑に行うため、必要に応

じ、対策本部の会議（以下「会議」という。）を招集する。 

２ 本部長は、法第２８条第６項の規定に基づき、国の職員その他市の職員以外の者を会

議に出席させたときは、当該出席者に対し、意見を求めることができる。 

（部） 

第４条 本部長は、必要と認めるときは、対策本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき本部員は、本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、本部長の指名する本部員がこれに当たる。 

４ 部長は、部の事務を掌理する。 

（現地対策本部) 

第５条 法第２８条第８項の規定により現地対策本部を置いたときは、これに現地対策本

部長及び現地対策本部員その他の職員を置き、副本部長、本部員その他の職員のうちか

ら本部長が指名する者をもって充てる。 

２ 現地対策本部長は、現地対策本部の事務を掌理する。 

（補則） 

第６条 前各条に定めるもののほか、対策本部に関し必要な事項は、本部長が定める。 

（準用） 

第７条 第２条から前条までの規定は、加古川市緊急対処事態対策本部について準用する。 

 

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。 
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加古川市国民保護対策本部及び加古川市緊急対処事態対策本部の組織及び運営

に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、加古川市国民保護対策本部及び加古川市緊急対処事態対策本部条例

（平成 18年条例第 30号。以下「条例」という。）第６条及び第７条において準用する条

例第６条の規定に基づき、加古川市国民保護対策本部及び加古川市緊急対処事態対策本

部の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 （設置） 

第２条 加古川市国民保護対策本部（以下「対策本部」という。）は、武力攻撃事態等にお

ける国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号。）第２５条第２

項の規定による指定の通知を受けたときに設置するものとし、同条第４項において準用

する同条第２項の規定による指定の解除の通知を受けたときに廃止するものとする。 

 

 （対策本部の組織） 

第３条 条例第２条第２項に規定する加古川市国民保護対策副本部長（以下「副本部長」

という。）は防災監をもって充てる。 

２ 条例第２条第３項に規定する加古川市国民保護対策本部員（以下「本部員」という。）

は、次の職にある者をもって充てる。 

 （１） 副市長 

（２） 教育長 

 （３） 上下水道事業管理者 

 （４） 加古川市部長会議規程（平成元年訓令甲第７号）第２条第１項に規定する者 

３ 加古川市国民保護対策本部長（以下「本部長」という。）に事故あるときは、加古川市

副市長事務分担規則（平成 31年３月 29日規則第 11号）第４条の例により、副市長がそ

の職務を代理する。 

 

 （会議） 

第４条 条例第３条第１項に規定する会議は、本部長、副本部長及び本部員をもって構成

する。 

 

 （部及び班） 

第５条 対策本部に条例第４条第１項に規定する部を、部に班を置く。 

２ 部に部長、部付及び本部連絡員を、班に班長を置く。 

３ 部及び班の名称並びに部長、部付、本部連絡員及び班長（以下「部長等」という。）に

充てる者並びに部及び班の事務分掌並びに班に属する課等の職員は、別表のとおりとす

る。 
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（現地対策本部の設置） 

第６条 本部長は、武力攻撃災害が発生した場合において必要と認めるときは、原則とし

て、最も被害が大きいと見込まれる地区支部に現地対策本部を設置する。 

２ 本部長は、武力攻撃災害の拡大するおそれが解消し、かつ国民保護措置が概ね完了し

たと認めるときは、現地対策本部を廃止する。 

 

（現地対策本部の組織） 

第７条 条例第５条第１項に規定する現地対策本部長は、原則として副本部長のうちから

本部長が指名する者をもって充てる。 

２ 現地対策本部に現地対策副本部長を置き、本部員その他の職員のうちから本部長が指

名する者をもって充てる。 

３ 現地対策副本部長は、現地対策本部長を補佐し、現地対策本部長に事故あるとき又は

欠けたときは、その職務を代理する。 

 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、その都度本部長が定める。 

 

（準用） 

第９条 第２条から前条までの規定は、加古川市緊急対処事態対策本部について準用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成 19年 1月 30日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 20年 4月 1日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 25年 3月 1日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 26年 4月 1日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 26年 8月 1日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 27年 4月 1日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 28年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 29年 4月 1日から施行する。 

附 則 
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この要綱は、平成 30年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 30年 10月 1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 31年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和 2年 4月 27日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和 3年 11月 25日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和 4年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和 5年 4月 1日から施行する。 

 

別表 
市の各部・班の機能 

◎印は対策本部員、〇印は本部連絡員、●印は警戒本部員 

部 名 等 班 名（班長） 事  務  分  掌 課 等 名 

総括部 

【部長】 

◎総務部長  

総括班 

〇危機管理担当部長 

１．市対策本部の総括に関すること 

２．市の各部との連絡及び総合調整に関すること 

３．市対策本部の情報収集及び取りまとめに関すること 

４．県の対策本部との連絡、調整、及び情報の共有に関

すること 

５．他の市町及び県との協議及び応援等に関すること 

６．指定公共機関及び指定地方公共機関等への措置要請

に関すること 

７．自衛隊の部隊等の派遣の要請の求めに関すること 

８．避難実施要領の策定に関すること 

防災対策課  

庶務班 

●総務部次長 

 

１．職員の服務及び動員の調整に関すること 

２．特殊標章等の交付及び使用の許可に関すること 

３．他市町村への応援職員の派遣に関すること 

４．災害応急対策の取りまとめに関すること 

５．災害応急車両の借り上げに関すること 

６．災害対策用物資（食糧を除く）の調達に関すること 

７．災害に係る問合せに関すること 

８．各部との連絡調整に関すること 

総務課 

人事課 

職員課 

管財課 

契約検査課 
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広報・情報部 

【部長】 

◎企画部長 

【部付】 

〇●秘書室長 

広報・情報班 

●企画部次長 

１．市における広報に関すること 

２．安否情報の照会受付、回答に関すること 

３．ホームページにおける情報提供に関すること 

４．外国人に対する情報提供及び相談に関すること 

５．陳情要望事項等の取りまとめに関すること 

６．国民保護措置に関する予算措置に関すること 

秘書課 

政策企画課 

広報・行政経営課 

財政課 

情報政策課 

調査部 

【部長】 

◎税務部長 

【部付】 

参事（税徴収担当） 

◎議会事務局長 

●議会事務局次長 

〇●選挙管理員会事務局長 

〇●監査事務局長 

〇●農業委員会事務局長 

調査班 

●税務部次長 

１．安否情報の収集及び家屋の被害調査に関すること 

２．被災証明の発行に関すること 

３．災害による市税等の減免に関すること 

市民税課 

資産税課 

収税課 

債権管理課 

議事総務課 

選挙管理員会事務局 

公平委員会事務局 

監査事務局 

農業委員会事務局 

援護部 

【部長】 

◎福祉部長 

【部付】 

◎こども部長 

幼保一元化推進担当部長 

●こども部次長 

援護班 

●福祉部次長 

１．生活再建に関すること 

２．要配慮者（避難行動要支援者を含む）の対策に関す

ること 

３．ボランティアセンターの設置に関すること 

４．被災者の健康相談及び心のケア対策に関すること  

高齢者・地域福祉課 

法人指導課 

生活福祉課 

障がい者支援課 

介護保険課 

こども政策課 

家庭支援課 

育児保健課 

幼児保育課 

こども療育センター 

救護部 

【部長】 

◎健康医療部長 

救護班 

●健康医療部次長 

１．救護班の編成及び救護所の運営に関すること 

２．医療機関との連絡調整に関すること 

３．被災者の健康相談及び心のケア対策に関すること 

４．感染症対策に関すること 

５．避難者用食料等の物資の調達及び配布に関するこ

と 

６．炊き出しの実施に関すること 

７．避難所運営の応援に関すること 

８．避難対象者の避難支援の実施に関すること 

地域医療課 

新型コロナワクチン接種推進課 

市民健康課 

国民健康保険課 

医療助成年金課 

環境部 

【部長】 

◎環境部長 

【部付】 

参事（事業担当） 

環境班 

●環境部次長 

１．廃棄物の処理に関すること 

２．応急仮設トイレに関すること 

３．廃棄物の応急処理施設及び仮処分地の確保に関する

こと 

４．環境衛生対策に関すること 

５．動物の保護等に関すること 

環境政策課 

環境保全課 

環境第 1課 

環境第２課 

環境施設課 
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避難対策部 

【部長】 

◎市民協働部長 

【部付】 

参事（人権施策担当） 

参事（かわまちづくり推進担当） 

参事（国際交流担当） 

〇●会計管理者 

避難支援班 

●市民協働部次長 

１．避難者用食料等の物資の調達及び配布に関すること 

２．炊き出しの実施に関すること 

３．避難所の開設及び運営の応援に関すること 

４．埋葬及び火葬に関すること 

５．避難対象者の避難支援の実施に関すること 

６．災害に関する問い合わせ及び相談に関すること 

７．町内会連合会等の連絡調整に関すること 

８．外国人に対する情報提供及び相談に関すること 

市民課 

人権文化センター 

東加古川市民総合サービスプラザ 

市民活動推進課 

生活安全課 

スポーツ・文化課 

会計課 

地域活動班 

各市民センター所長 

１．各市民センター区域の被害状況、安否情報、災害対

策実施状況等の情報収集、報告に関すること 

各市民センター 

（９ヵ所） 

避難所運営部 

【部長】 

◎教育総務部長 

【部付】 

◎教育指導部長 

●教育指導部次長 

参事（公民館統括担当） 

参事（青少年育成担当） 

参事（学校教育担当） 

参事（教職員研修担当） 

参事（部活動地域移行調整担当） 

避難所運営班 

●教育総務部次長 

１．避難所の開設及び運営に関すること 

２．学校施設の保健衛生に関すること 

３．被災児童生徒等の教育に関すること 

４．市立学校における警報の伝達、児童及び生徒の安全

確保及び避難誘導に関すること 

５. 避難所における安否情報の収集に関すること 

６．学用品の給与に関すること 

教育総務課 

学務課 

学校施設課 

社会教育課 

学校教育課 

青少年育成課 

教育研究所 

文化財調査研究センター 

少年自然の家 

中央図書館 

各公民館 

応急対策第１部 

【部長】 

◎産業経済部長 

【部付】 

参事（観光振興担当） 

産業班 

●産業経済部次長 

１．農林水産関係の被害調査に関すること 

２．商工業者の被害調査及び対策に関すること 

３．生鮮食料品の流通対策に関すること 

４．生活必需品の流通確保に関すること 

産業振興課 

農林水産課 

応急対策第２部 

【部長】 

◎建設部長 

【部付】 

建築担当部長 

土木施設班 

●建設部次長 

１．港湾、海岸の被害状況の調査及び連絡調整に関する

こと 

２．応急仮設住宅の設置に関すること 

３. 武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理に関するこ

と 

４．河川及び水路等の被害調査並びに応急対策及び復旧

に関すること 

５．武力攻撃災害による障害物の除去に関すること 

６．緊急交通路及び避難路に関すること 

７．交通規制に関すること 

８．道路、橋梁等の被害調査並びに応急対策及び復旧に

関すること 

土木総務課 

営繕課 

公園緑地課 

道路保全課 

道路建設課 

治水対策課 

応急対策第３部 

【部長】 

◎技監  

支援班 

●都市計画部次長 

１．退避の指示、警戒区域の設定、緊急通報に関するこ

と 

２．住民の避難誘導に関すること 

３．警報の伝達に関すること 

４．応急仮設住宅の設置（応急対策第２部の所管に属す

るものを除く。）に関すること 

都市計画課 

市街地整備課 

まちづくり指導課 

建築指導課 

住宅政策課 
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消防部 

【部長】 

◎消防長 

【部付】 

●消防次長 

署長 

消防班 

警防次長 

１．武力攻撃災害等の情報収集並びに伝達に関すること 

２．他都市消防機関への応援要請及び受入れに関するこ

と 

３．災害による被害の軽減に関すること 

４．被災者の救急・救助に関すること 

５．消防団に関すること 

６．住民の避難誘導に関すること 

７．警報の伝達に関すること 

総務課 

警防課 

救急課 

指令課 

予防課 

防災センター 

各消防署 

上下水道部 

【部長】 

◎上下水道局長 

上下水道班 

●上下水道局次長 

１．応急給水に関すること 

２．上下水道施設の被害調査並びに応急対策及び復旧に

関すること 

経営管理課 

お客さまサービス課 

施設課 

配水課 

下水道課 

※兼務発令者について対策本部設置時は本務の業務に従事することとする。 
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関係機関の連絡先 

１ 指定行政機関    

機  関  名 所 在 地 電話番号 ＦＡＸ番号 

国土交通省近畿地方整備局

姫路河川国道事務所 
姫路市北条１丁目２５０ 079-282-8503 079-284-8879 

海上保安庁姫路海上保安部

加古川海上保安署 
加古川市別府町港町１４－２ 435-0671 435-0726 

２ 自衛隊    

機  関  名 所 在 地 電話番号 ＦＡＸ番号 

陸上自衛隊姫路駐屯地第３

特科隊第３中隊 
姫路市峰南町１－７０ 

079-222-4001 

（内線）235 
079-222-4001 

自衛隊兵庫地方協力本部 
神戸市中央区脇浜海岸通１丁目４－

３ 神戸防災合同庁舎４Ｆ 
078-261-9777 078-261-9781 

３ 兵庫県    

機  関  名 所 在 地 電話番号 ＦＡＸ番号 

災害対策センター 神戸市中央区下山手通５-１０－１ 
078-362-9900

～9902 

078-362-9911

～9912 

兵庫県東播磨県民局 加古川市加古川町寺家町天神木９７－１ 421-9016 424-6616 

加古川健康福祉事務所 加古川市加古川町寺家町天神木９７－１ 422-0002 422-7589 

兵庫県企業庁東播磨利水事

務所 
神戸市西区神出町田井３－１ 078-965-2050 078-965-1755 

兵庫県加古川警察署 
加古川市平岡町新在家１２２４－１

３ 
427-0110 425-8110 

４ 指定公共機関    

機  関  名 所 在 地 電話番号 ＦＡＸ番号 

西日本電信電話株式会社兵

庫支店設備部災害対策担当 
神戸市中央区海岸通１１ 078-393-9440 078-326-7363 

関西電力送配電株式会社姫

路本部加古川配電営業所 
加古川市加古川町北在家２５５２ 0800-777-8810 079-227-0615 

大阪ガスネットワーク株式

会社兵庫事業部建設チーム 
神戸市中央区港島中町４丁目５－３ 078-303-7713 078-306-2205 

日本通運株式会社神戸支店

加古川事業所 
加古川市平岡町高畑３２０－１ 422-5851 421-0118 

西日本旅客鉄道株式会社加

古川駅 
加古川市加古川町篠原町３０－１ 078-382-8686 421-2610 

５ 指定地方公共機関    

機  関  名 所 在 地 電話番号 ＦＡＸ番号 

神姫バス株式会社加古川営

業所 
加古川市神野町石守１丁目９５ 423-2231 423-2233 

一般社団法人兵庫県トラッ

ク協会東播支部 
加古川市加古川町北在家２２８３ 423-0382 423-0652 

山陽電気鉄道株式会社鉄道

事業本部鉄道営業部 
明石市大明石町１丁目４－１ 078-913-2853 078-913-2857 
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６ その他    

機  関  名 所 在 地 電話番号 ＦＡＸ番号 

一般社団法人加古川医師会 加古川市加古川町篠原町１０３－３ 421-4301 421-4303 

加古川商工会議所 加古川市加古川町溝之口８００ 424-3355 424-7157 

ＢＡＮ-ＢＡＮネットワー

クス株式会社 
加古川市加古川町粟津２６－２ 420-2527 420-3734 

７ 近隣市町    

市  町  名 担 当 部 局 電話番号 ＦＡＸ番号 

明石市 総合安全対策室 078-918-5069 078-918-5140 

高砂市 企画総務部危機管理室 443-9008 442-9577 

稲美町 経済環境部危機管理課 492-9168 492-7792 

播磨町 企画総務部危機管理課 435-0991 435-7901 

西脇市 くらし安心部防災安全課 0795-22-3111 0795-22-3515 

三木市 危機管理課 0794-89-2312 0794-82-2278 

小野市 市民安全部防災グループ 0794-63-3387 0794-63-1093 

加西市 総務部危機管理課 0790-42-8751 0790-43-1800 

加東市 総務財政部防災課 0795-43-0403 0795-42-5055 

姫路市 危機管理室 079-223-9594 079-223-9541 



   

ヘリコプター臨時離着陸場適地一覧 

 

番号 所在地 名称 管理者名 最大対応機種 
敷地の広さ

（延長×幅） 

東 

０７２ 
加古川市加古川町河原地先 加古川左岸河川敷緑地 

加古川市長 
川崎ＣＨ-47Ｊ 220×100ｍ 

（建設部公園緑地課） 

東 

０７４ 
加古川市尾上町口里浜の宮８１７－１ 浜の宮公園 

加古川市長 
川崎ＣＨ-47Ｊ 120×130ｍ 

（建設部公園緑地課） 

東 

０７５ 
加古川市西神吉町鼎及び宮前地内 加古川運動公園 

加古川市長 
川崎ＣＨ-47Ｊ 118×54ｍ 

（市民協働部スポーツ・文化課） 

東播 

３２５ 
加古川市神野町神野２０３ 

兵庫県立加古川医療セン

ター 

兵庫県病院事業管理者 
川崎 BK117-C2型 42.8×44ｍ 

（県立加古川医療センター総務部総務課） 

東播 

３３５ 
加古川市別府町新野辺１５１６－１ 

神戸製鋼 加古川製鉄所 

陸上競技場 

株式会社神戸製鋼所加古川製鉄所 
川崎ＣＨ-47 150×75ｍ 

（総務部総務室） 

東播 

３４５ 
加古川市加古川町本町４３９ 加古川中央市民病院屋上 

加古川市民病院機構 Ｂ４１２ＥＰ 

及び 

ＡW１３９ 

20.7×20.7ｍ 
（総務部） 

－
1

2
－

 



  

  

避難施設指定一覧表 

 

名称 所在地 担当窓口 

緊急

一時

避難

施設 

(※1） 

地下

施設 

(※2） 

加古川公民館 加古川町寺家町１２－４ 社会教育課 ○   

県立加古川西高等学校 加古川町本町１１８ 県教委財務課 ○   

加古川小学校 加古川町木村２２２－３ 教育総務課 ○   

鳩里小学校 加古川町稲屋８１ 教育総務課 ○   

県立加古川南高等学校 加古川町友沢６５－１ 県教委財務課 ○   

県立加古川東高等学校 加古川町粟津２３２－２ 県教委財務課 ○   

加古川中学校 加古川町備後２０３ 教育総務課 ○   

加古川市人権文化センター 加古川町備後３３２－１ 人権文化センター ○   

氷丘中学校 加古川町大野８４５ 教育総務課 ○   

氷丘公民館 加古川町大野９３１ 社会教育課 ○   

氷丘小学校 加古川町中津８８６－１ 教育総務課 ○   

氷丘南小学校 加古川町溝之口２４６ 教育総務課 ○   

加古川北公民館 神野町西条１５１９－２ 社会教育課 ○   

神野小学校 神野町石守１０４３ 教育総務課 ○   

陵北小学校 新神野５丁目１ 教育総務課 ○   

山手中学校 山手１丁目９－１ 教育総務課 ○   

野口小学校 野口町野口４９３ 教育総務課 ○   

野口南小学校 野口町古大内２４５－３ 教育総務課 ○   

野口公民館 野口町長砂４９－５ 社会教育課 ○   

中部中学校 野口町良野８９０－１ 教育総務課 ○   

陵南中学校 野口町水足３３３－３３３ 教育総務課 ○   

陵南公民館 野口町水足３３３－３３３ 社会教育課 ○   

県立加古川北高等学校 野口町水足８６７－１ 県教委財務課 ○   

野口北小学校 野口町北野１１１０ 教育総務課 ○   

平岡小学校 平岡町高畑１６４－１ 教育総務課 ○   

平岡東小学校 平岡町土山１０９ 教育総務課 ○   

平岡公民館 平岡町土山６９９－２ 社会教育課 ○   

平岡南小学校 平岡町二俣１８０ 教育総務課 ○   

平岡南中学校 平岡町二俣２８５－４ 教育総務課 ○   

東加古川公民館 平岡町一色７９７－２９５ 社会教育課 ○   



  

  

名称 所在地 担当窓口 

緊急

一時

避難

施設 

(※1） 

地下

施設 

(※2） 

兵庫県立農業高等学校 平岡町新在家９０２－４ 県教委財務課 ○   

平岡北小学校 平岡町新在家１３２７－１ 教育総務課 ○   

平岡中学校 平岡町新在家１８０１ 教育総務課 ○   

若宮小学校 尾上町養田２１８ 教育総務課 ○   

尾上公民館 尾上町池田１８０４－１ 社会教育課     

尾上小学校 尾上町長田５１９ 教育総務課 ○   

浜の宮小学校 尾上町口里７７０－３７ 教育総務課 ○   

別府小学校 別府町西町１ 教育総務課 ○   

浜の宮中学校 別府町新野辺５７４ 教育総務課 ○   

別府西小学校 別府町新野辺５７４－１７５ 教育総務課 ○   

別府中学校 別府町新野辺北町８丁目９ 教育総務課 ○   

八幡小学校 八幡町宗佐３４５ 教育総務課 ○   

いずみプラザ 平荘町上原２３０－１ 環境施設課 ○   

平荘小学校 平荘町山角４６７ 教育総務課 ○   

両荘公民館 平荘町山角７１８－１ 社会教育課 ○   

両荘中学校 平荘町山角７４０ 教育総務課 ○   

上荘小学校 上荘町都染４００ 教育総務課 ○   

東神吉小学校 東神吉町神吉１５６ 教育総務課 ○   

神吉中学校 東神吉町神吉５９１－１ 教育総務課 ○   

県立東播工業高等学校 東神吉町神吉１７４８－１ 県教委財務課 ○   

少年自然の家 東神吉町天下原７１５－５ 少年自然の家 ○   

東神吉南小学校 東神吉町砂部３９３ 教育総務課 ○   

西神吉小学校 西神吉町西村１２１ 教育総務課 ○   

川西小学校 米田町平津１０８ 教育総務課 ○   

加古川西公民館 米田町平津３８４－２ 社会教育課 ○   

志方小学校 志方町志方町１０５０ 教育総務課 ○   

志方公民館 志方町志方町１７５８－３ 社会教育課 ○   

志方中学校 志方町志方町字宮山 教育総務課 ○   

志方東小学校 志方町細工所１４６ 教育総務課 ○   

志方西小学校 志方町原５８７ 教育総務課 ○   

鶴林寺公園 加古川町北在家４１９ 公園緑地課     

日岡山公園 加古川町大野１６８２ 公園緑地課     



  

  

名称 所在地 担当窓口 

緊急

一時

避難

施設 

(※1） 

地下

施設 

(※2） 

浜の宮公園 尾上町口里８１７－１ 公園緑地課     

志方東公園 志方町細工所１１３８－２２ 公園緑地課     

金剛寺浦公園 加古川町木村２３２－１ 公園緑地課     

小柳公園 加古川町北在家２７８８ 公園緑地課     

北山公園 西条山手 2丁目２８ 公園緑地課     

石守公園 神野町石守４７１－９ 公園緑地課     

迎野公園 新神野２丁目１１ 公園緑地課     

北野公園 野口町北野１１９３－１ 公園緑地課     

池田公園 尾上町池田８５０－１０ 公園緑地課     

なかじま公園 別府町中島町１１ 公園緑地課     

※１：爆風等からの直接の被害を軽減するための一時的な避難に活用する鉄筋コンクリート造（RC造）及

び鉄骨鉄筋コンクリート造（SRC 造）である施設及び地下施設 

※２：緊急一時避難施設のうち避難可能な地下フロアがある施設 


